









　For security and strategic purposes in the Pacific, the United States maintains a special 
bilateral agreement called the Compact of Free Association with each of the three states in 
Micronesia: the Federated States of Micronesia, the Republic of Marshall Islands and the 
Republic of Palau. The Compact grants citizens of these Freely Associated States （FAS）, 
migration privilege to the United States without a visa. The agreement is cause of "brain 
drain", and decrease of labor force, in the FAS. As the closest United States soil, Guam is 
often the first destination for the financially challenged emigrants from populous FSM. Due 
to its colony-like political status under the United States, with restrictive autonomy and lack 
of federal voting rights, the Compact has been a source of great financial burden to Guam, a 
territory which lacks the political ability to impose a fundamental solution to regional 
immigration issues.
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る勧告 （UN 1962） に対応し，政治・経済・社会的水準の向上が急務となり，大統領による署名








































　アメリカとミクロネシア三国の自由連合協定（自由連合盟約とも訳される）Compact of Free 
















































　ミクロネシア連邦 Federated States of Micronesia（略称 FSM）は，アメリカと自由連合協
定を結んだミクロネシア三国の 1つであり，1986年に太平洋信託統治領から独立し自治国家と
なった．カロリン諸島のなかに位置する東西約 3000キロメートルに広がる 607の小さな島々を
国土とする 4州（ヤップ Yap，チューク Chuuk，ポーンペイ Pohnpei，コスラエ Kosrae）か
ら構成される連邦国家であり，首都はポーンペイ州のパリキル Palikirに置かれている．総人口















から 2003年（Ⅱ期への交渉猶予期間の 2年を含めた 17年）の協定では 15億ドル以上（U.S. 






（出所） 在ミクロネシア日本国大使館 2013， p.13, p.18より執筆者作成．
　2013年度の実質 GDPは 2億 3780万ドル，一人あたり実質 GDPはヤップ州 3418ドル，
チューク州 1441ドル，ポンペイ州 3036ドル，コスラエ州 2372ドルとなっている（FSM Office 










送金額は 773万 4000ドルと公表されており（FSM Office of SBOC 2010，pp.10），この額は同
69
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年の名目 GDP2億 9410万ドルの約 2.6％にあたる．2012年の調査によれば，そのうち，自由連
合移民と関連性があると思われるアメリカとその領土からの送金総額は 301万 5000ドルで，同























　ミクロネシア地域は，海外へと移住していく国民 1人あたり純移動率（per capita net emi-
grations rate）が世界で最も高い地域，つまり，人口流出が非常に多い地域とされている





















































　　（注１）英語については 5歳以上， 学歴については 25歳以上の人口での割合．




























　2013年度のグアムの実質 GDPは 41億 4400万ドル（2005年基準価額），10年前との比較で約
12.4％の成長，5年前との比較では約 3.6％上昇している．1人あたり実質 GDPは 2万 5852ド
ル，人口の増加により成長は緩やかになっているものの，近年のグアム経済は安定しているとみ
ることができる（Guam BSP 2014，p.191）．
　グアムの生産構造は公的部門の割合が高く，2012年度では名目 GDP 47億 5600万ドルのうち，

















率は 2014年 3月までの過去 10年平均で約 9.5％前後を推移しており（Guam Bureau of Labor 
Statistics 2014，p.1より算出），生活保護に依存する住民が増加している．2012年度の米国連
邦政府による現物支給型の食糧援助プログラム（SNAP，通称フードスタンプ）に依存するグア
ムの住民は，総人口の約 27％，つまり，住民の 4人に 1人以上はこの生活保護を受給している





















　　　　　　　（注１）生産構造は 2012年名目 GDP内訳， 産業別人口は 2013年 12月のデータ．























（出所） U.S. Department of Commerce 1961， p.54-8， ---- 1973， p.54-21， ---- 1986， p.54-3， 









　2010年国勢調査では，グアムの総人口 15万 9358人のうち 1万 5166人（約 11％）が自由連合
移民とその子孫であり，そのうち特に，ミクロネシア連邦がグアムと地理的に近いことから，
























行により米国籍を付与された者とその子孫」（Guam Public Law 25-106）と限定している．













都市再生局 Guam Housing and Urban Renewal Authorityと，グアム政府公衆衛生・社会福










FSM移民 2512世帯では，87.2％が未加入という状況である（Hezel・Levin 2012，Table 
GH09）．低所得者のための公的医療費援助プログラム「Medicaid」（図表 7 ②参照）においては，
米国籍 FSM移民の利用比率は人口比の 5倍以上という高い比率を示している．さらに，2008年
から 2013年までの同プログラム利用増加数に占める FSM移民の割合では 8倍近い比率を占め，
グアムにおける公的医療費援助依存の加速の一因であることが明らかである（Guam BSP 2013，
pp.344-348，p.460）（---- 2014，p.274）（Guam State Data Center 2012，GU32）．
　そのほか，食糧援助プログラム「SNAP」については 6倍，公営住宅は 2倍，住宅費補助









　2012年度のグアムの公立病院 Guam Memorial Hospital Authorityの全体の医療請求では，
公的医療援助プログラム（Medicaid 20％，MIP 16％，Medicare 22％）が約 58％を占めている．
しかし，これらの公的扶助への依存者増加により，グアム政府の財源が枯渇し，公立病院からの
医療請求に対する支払いは滞りがちであり，病院側では医療未収金を抱え経営が悪化している．
2013年では，約 1億ドルの支出に対して，収入は約 7000万ドル，4年前の 2009年と比較すると
約 3分の 2に落ち込んでおり，収支は慢性的な赤字であり，拡大傾向にある（Guam Office of 
Public Accountability 2013，2014）．2012年では，病院の医療費請求約 1億 4670万ドルのうち，
回収できていない医療未収金総額は約 5794万ドルであり，請求の 4割近い額であった．FSM移
民への医療サービスに対する請求額は 1861万ドルであるのに対し，その未収額は 1212万ドルで 







2012，Table G06，G08）．グアムの公立学校に入学した 2013年度の義務教育児童・生徒数 3万
1173人の内，FSM移民は 6341人で全体の 20％，5人に 1人の割合となっている．FSM移民 4
図表 7　グアムの FSM移民の公的扶助依存状況
「申請資格者における人口比率」と「受給に占める割合」の比較
（注１）FSM移民の各人口割合は 2010年国勢調査値を使用．①は 2010年， ②③は 2013年， ④⑤は 2014年
のデータ． 





州からの児童・生徒のうち，チューク人が大きく増加傾向にある（Guam Office of Governor 
2014，p.5）．
　FSM移民の家庭環境の不安定さや，親や子供の学則の理解不足なども原因となって，学校生







Guam Department of Youth Affairsや，精神保健・物質濫用防止局 Guam Department of 














訴えている（Guam Department of Youth Affairs 2014，p.4）．なお，チューク州は，ミクロ
ネシア連邦では最も優秀といわれる私立全寮制高校もあり，教育環境落差の激しい州でもある．
　（6）グアムの自殺に占める FSM移民









　犯罪については，グアムの 2012年の 18歳以上の成人逮捕件数は 2309件であり，そのうちの





警察官の残業代 60万ドルも未払いが続く状況であった．グアム知事は 2014年から 2015年まで
優先計画の 1つとして予算を割り当て，警察官・刑務官を大幅に補充している．
　（8）グアムの刑務所に占める FSM移民の割合
　グアム政府矯正局 Guam Department of Correctionによれば 2010年 10月 28日における刑


















（Immigration and Nationality Act）をつうじて，規定に適合する犯罪における有罪判決や 1








































  2013年度のグアムのコンパクト・インパクト財政負担額は，合計約 1億 2800万ドルであり，















ら初めて支払われたのは 1996年からである（Pacific Islands Report 2002）．
図表 10　コンパクト・インパクト財政負担と米国からの補償（2001年～ 2013年度）
（出所）U.S. DOI 2013， p.2， Pacific Islands Report 2002より執筆者作成．
　1987年度から 2013年度までの過去の財政負担額をまとめたグアム政府作成のコンパクト・イ
ンパクト報告書によれば，協定施行の翌年 1987年から 2000年までにアメリカから支払われてい
ない相殺残額の合計は 1億 7855万ドルであり（Guam Office of Governor 2004，p.7），2001年
までにアメリカから補償されたとする 4100万ドル（U.S. GAO 2001，p.17）を合算すると，グ
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